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議案第３７号

取手市営住宅条例の一部を改正する条例について

取手市営住宅条例（平成９年条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和２年６月８日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

公営住宅法が改正され，入居者が認知症等である場合の収入申告の義務が緩和され

たことを踏まえ，収入申告をすることが困難な入居者について，所得情報の閲覧等に

より市が収入状況を把握して入居者の収入実態に応じた家賃とすることができるよ

うにするとともに，民法の改正を踏まえた保証契約の極度額の設定，明渡請求の際の

適用利率の改正その他所要の整備を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市営住宅条例の一部を改正する条例

取手市営住宅条例（平成９年条例第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(公募の例外) (公募の例外)

第 5条 市長は，次に掲げる事由に係る者を

公募を行わず，市営住宅に入居させること

ができる。

第 5条 市長は，次に掲げる事由に係る者を

公募を行わず，市営住宅に入居させること

ができる。

(1)から(4)まで (略) (1)から(4)まで (略)

(5) 都市計画法(昭和43年法律第100号)

第 59 条の規定に基づく都市計画事業，

土地区画整理法(昭和 29 年法律第 119

号)第 3 条第 4 項若しくは第 5項の規定

に基づく土地区画整理事業，大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進

に関する特別措置法(昭和50年法律第6

7 号)に基づく住宅街区整備事業，密集

市街地における防災街区の整備の促進

に関する法律(平成 9年法律第 49 号)に

基づく防災街区整備事業又は都市再開

発法(昭和 44 年法律第 38 号)に基づく

市街地再開発事業の施行に伴う住宅の

除却

(5) 都市計画法(昭和43年法律第100号)

第 59 条の規定に基づく都市計画事業，

土地区画整理法(昭和 29 年法律第 119

号)第 3 条第 4項若しくは第 5項の規定

に基づく土地区画整理事業，大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進

に関する特別措置法(昭和50年法律第6

7 号)に基づく住宅街区整備事業又は都

市再開発法(昭和 44 年法律第 38 号)に

基づく市街地再開発事業の施行に伴う

住宅の除却

(6)から(8)まで (略) (6)から(8)まで (略)

(連帯保証人) (連帯保証人)

第 14 条 (略) 第 14 条 (略)

2 前項の連帯保証人は，規則で定める極度

額を限度として，その履行をする責任を負

う。

3 入居者は，連帯保証人について，次の各

号のいずれかに該当する事実が発生した

場合は，遅滞なく市長の承認を受けて，連

帯保証人を変更しなければならない。

2 入居者は，連帯保証人について，次の各

号のいずれかに該当する事実が発生した

場合は，遅滞なく市長の承認を受けて，連

帯保証人を変更しなければならない。

(1) 第 1 項各号の規定に該当しなくなっ

たとき。

(1) 前項各号の規定に該当しなくなった

とき。
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(2)から(5)まで (略) (2)から(5)まで (略)

4 (略) 3 (略)

5 入居者は，第 3項の規定による場合のほ

か，既に立てた連帯保証人を変更しようと

するときは，市長の承認を得なければなら

ない。

4 入居者は，第 2項の規定による場合のほ

か，既に立てた連帯保証人を変更しようと

するときは，市長の承認を得なければなら

ない。

6 (略) 5 (略)

(家賃の決定) (家賃の決定)

第 15 条 (略) 第 15 条 (略)

2 及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

4 市長は，市営住宅の入居者(法第 16 条第

4 項に規定する入居者に限る。)が次条第

1 項の規定による収入の申告をすること

及び第 37 条第 1 項の規定による報告の請

求に応じることが困難な事情にあると認

めるときは，第 1項の規定にかかわらず，

当該入居者の市営住宅の毎月の家賃を，毎

年度，第 37 条第 1項の規定による書類の

閲覧の請求その他の規則で定める方法に

より把握した当該入居者の収入(次条第 3

項の規定により更正した場合には，その更

正後の収入。第 29 条及び第 32 条において

同じ。)に基づき，近傍同種の住宅の家賃

以下で，令第 2条に規定する方法により算

定した額とすることができる。

5 (略) 4 (略)

(収入の申告等) (収入の申告等)

第 16 条 (略) 第 16 条 (略)

2 市長は，前項の規定による収入の申告又

は第 37 条第 1項の規定による書類の閲覧

の請求その他の規則で定める方法により

把握した入居者の収入に基づき，収入の額

を認定し，当該額を入居者に通知するもの

とする。

2 市長は，前項の規定による収入の申告に

基づき，収入の額を認定し，当該額を入居

者に通知するものとする。

3 (略) 3 (略)

(敷金) (敷金)

第 19 条 第 11 条第 1 項第 2 号に規定する

敷金の額は，第 15 条第 5項の規定により

算出した家賃の 3 月分に相当する金額と

第 19 条 第 11 条第 1 項第 2 号に規定する

敷金の額は，第 15 条第 4項の規定により

算出した家賃の 3 月分に相当する金額と
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する。 する。

2から 4まで (略) 2 から 4まで (略)

(収入超過者に対する家賃) (収入超過者に対する家賃)

第 31 条 収入超過者が市営住宅に引き続き

入居している場合には，第 29 条第 1項の

規定による認定に係る期間，当該市営住宅

の毎月の家賃は，第 15 条第 1 項及び第 4

項の規定にかかわらず，当該収入超過者に

対して認定した収入の額を勘案し，かつ，

近傍同種の住宅の家賃以下で，令第 8条第

2項又は第3項に規定する方法により算定

した額とする。

第 31 条 収入超過者が市営住宅に引き続き

入居している場合には，当該認定に係る期

間，当該市営住宅の毎月の家賃は，第 15

条第 1項の規定にかかわらず，当該収入超

過者に対して認定した収入の額を勘案し，

かつ，近傍同種の住宅の家賃以下で，令第

8条第2項に規定する方法により算定した

額とする。

2 (略) 2 (略)

(高額所得者に対する家賃等) (高額所得者に対する家賃等)

第 34 条 高額所得者が市営住宅に引き続き

入居している場合には，当該市営住宅の毎

月の家賃は，第 15 条第 1項及び第 4項並

びに第 31 条第 1 項の規定にかかわらず，

近傍同種の住宅の家賃とする。

第 34 条 高額所得者が市営住宅に引き続き

入居している場合には，当該市営住宅の毎

月の家賃は，第 15 条第 1項及び第 31 条第

1項の規定にかかわらず，近傍同種の住宅

の家賃とする。

2から 4まで (略) 2 から 4まで (略)

(収入状況の報告の請求等) (収入状況の報告の請求等)

第 37 条 市長は，第 15条第 1項若しくは第

4項，第 31 条第 1項若しくは第 34 条第 1

項の規定による家賃の決定，第 17 条(第 3

1 条第 2 項又は第 34 条第 3 項若しくは第

4項において準用する場合を含む。)の規

定による家賃若しくは金銭の減免若しく

は徴収の猶予，第 19 条第 2項の規定によ

る敷金の減免若しくは徴収の猶予，第 33

条第 1項の規定による明渡しの請求，第 3

5 条の規定によるあっせん等又は第 39 条

の規定による市営住宅への入居の手続に

関し必要があると認めるときは，入居者の

収入の状況について，当該入居者若しくは

その雇主，その取引先その他の関係人に報

告を求め，又は官公署に必要な書類を閲覧

させ，若しくはその内容を記録させること

を求めることができる。

第 37 条 市長は，第 15 条第 1 項，第 31 条

第 1項若しくは第 34 条第 1項の規定によ

る家賃の決定，第 17 条(第 31 条第 2項又

は第 34 条第 3項若しくは第 4項において

準用する場合を含む。)の規定による家賃

若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予，

第 19 条第 2項の規定による敷金の減免若

しくは徴収の猶予，第 33 条第 1 項の規定

による明渡しの請求，第 35 条の規定によ

るあっせん等又は第 39 条の規定による市

営住宅への入居の手続に関し必要がある

と認めるときは，入居者の収入の状況につ

いて，当該入居者若しくはその雇主，その

取引先その他の関係人に報告を求め，又は

官公署に必要な書類を閲覧させ，若しくは

その内容を記録させることを求めること

ができる。

2及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

(市営住宅建替事業に係る家賃の特例) (市営住宅建替事業に係る家賃の特例)
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第 40 条 市長は，前条の申出をした者を市

営住宅に入居させる場合において，当該市

営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終の

家賃を超えることとなり，当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認める

ときは，第 15 条第 1項若しくは第 4項，

第 31 条第 1 項又は第 34 条第 1 項の規定

にかかわらず，令第 12 条で定めるところ

により当該入居者の家賃を減額するもの

とする。

第 40 条 市長は，前条の申出をした者を市

営住宅に入居させる場合において，当該市

営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終の

家賃を超えることとなり，当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認める

ときは，第 15 条第 1項，第 31 条第 1項又

は第 34 条第 1項の規定にかかわらず，令

第 12 条で定めるところにより当該入居者

の家賃を減額するものとする。

(公営住宅の用途の廃止による他の市営住

宅への入居の際の家賃の特例)

(公営住宅の用途の廃止による他の市営住

宅への入居の際の家賃の特例)

第 41 条 市長は，公営住宅の用途の廃止に

よる公営住宅の除却に伴い当該公営住宅

の入居者を他の市営住宅に入居させる場

合において，新たに入居する市営住宅の家

賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超え

ることとなり，当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは，第 1

5 条第 1 項若しくは第 4 項，第 31 条第 1

項又は第34条第1項の規定にかかわらず，

令第 12 条で定めるところにより当該入居

者の家賃を減額するものとする。

第 41 条 市長は，公営住宅の用途の廃止に

よる公営住宅の除却に伴い当該公営住宅

の入居者を他の市営住宅に入居させる場

合において，新たに入居する市営住宅の家

賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超え

ることとなり，当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは，第 1

5 条第 1項，第 31 条第 1項又は第 34 条第

1 項の規定にかかわらず，令第 12 条で定

めるところにより当該入居者の家賃を減

額するものとする。

(住宅の明渡しの請求) (住宅の明渡しの請求)

第 42 条 (略) 第 42 条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 市長は，第 1項第 1号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは，当

該請求を受けた者に対し，入居した日から

請求の日までの期間については，近傍同種

の住宅の家賃の額とそれまでに支払を受

けた家賃の額との差額に法定利率による

支払期後の利息を付した額の金銭を，請求

の日の翌日から当該市営住宅の明渡しを

行う日までの期間については，毎月，近傍

同種の住宅の家賃の額の 2 倍に相当する

額の金銭を徴収することができる。

3 市長は，第 1項第 1 号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは，当

該請求を受けた者に対し，入居した日から

請求の日までの期間については，近傍同種

の住宅の家賃の額とそれまでに支払を受

けた家賃の額との差額に年 5 パーセント

の割合による支払期後の利息を付した額

の金銭を，請求の日の翌日から当該市営住

宅の明渡しを行う日までの期間について

は，毎月，近傍同種の住宅の家賃の額の 2

倍に相当する額の金銭を徴収することが

できる。

4から 6まで (略) 4 から 6まで (略)
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付 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，改正後の第４２条第３項の規定は，

令和２年４月１日から適用する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に入居者として決定を受けた者に係る連帯保証人につい

ては，なお従前の例による。

３ 令和２年４月１日前に到来した支払期に係るこの条例による改正前の第４２条

第３項に規定する利息については，なお従前の例による。


